
分野参考様式第３－１号

素形材産業分野における特定技能外国人の受入れに関する誓約書

出入国在留管理庁長官 殿

特定技能所属機関
氏名又は名称
住    所

特定技能外国人
氏    名
性    別
国籍・地域
生 年 月 日

記

素形材産業分野における上記の特定技能外国人を受け入れるに当たり，以下の事項について誓約します。

【誓約事項】
１ １号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）別表第１の２の表の特定技
能の在留資格（同表の特定技能の項の下欄第１号に係るものに限る。）をもって在留する外国人をいう。以下
同じ。）に従事させる業務が，鋳造，鍛造，ダイカスト，機械加工，金属プレス加工，工場板金，めっき，ア
ルミニウム陽極酸化処理，仕上げ，機械検査，機械保全，塗装，溶接のいずれかの業務であること。

２ １号特定技能外国人が，出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）第２条の５第１項に規定
する特定技能雇用契約に基づいて同法別表第１の２の表の特定技能の項の下欄第１号に掲げる活動を行う事
業所が，平成２５年総務省告示第４０５号（統計法第２８条の規定に基づき，産業に関する分類を定める件）
に定める日本標準産業分類に掲げる産業のうち次のいずれかに掲げるものを行っていること。
１ 細分類２１９４－鋳型製造業（中子を含む）
２ 小分類２２５－鉄素形材製造業
３ 小分類２３５－非鉄金属素形材製造業
４ 細分類２４２４－作業工具製造業
５ 細分類２４３１－配管工事用附属品製造業（バルブ，コックを除く）
６ 小分類２４５－金属素形材製品製造業
７ 細分類２４６５－金属熱処理業
８ 細分類２５３４－工業窯炉製造業
９ 細分類２５９２－弁・同附属品製造業
１０ 細分類２６５１－鋳造装置製造業
１１ 細分類２６９１－金属用金型・同部分品・附属品製造業
１２ 細分類２６９２－非金属用金型・同部分品・附属品製造業
１３ 細分類２９２９－その他の産業用電気機械器具製造業（車両用，船舶用を含む）
１４ 細分類３２９５－工業用模型製造業

３ 経済産業省が設置する製造業特定技能外国人材受入れ協議・連絡会（以下「協議・連絡会」という。）の構
成員であること，又は，特定技能外国人を受け入れていない場合にあっては，当該外国人を受け入れた日から
４か月以内に協議・連絡会の構成員となること。

４ 経済産業省や，協議・連絡会が行う一般的な指導，報告の徴収，資料の要求，意見の報告，現地調査その他
業務に対し，必要な協力を行うこと。

５ 特定技能雇用契約において，特定技能外国人を，労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護
等に関する法律（昭和６０年法律第８８号）第２条第１号に規定する労働者派遣の対象とするものではないこ
とを定めること。

（注）誓約事項を遵守することができなくなった場合は，その旨出入国在留管理庁長官及び当該分野を所管する関
係行政機関の長に対し，報告を行うこと。
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